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はじめに

本資料は，アメリカ農務省の上記表迎の論文叫虹喜

ある。

現在開発途上にある国々は，多かれ少なかれ食料のイ<

足に悩ま されている。これは急激な人IJ増加に加えて，

特に都市における1人当たり ）外得の増加によ る食料衛要

の増大も見のがすことのできない原因であると考えられ

る。しかし，これら諸国においては，所得の増加が食料

消費に変化を仔える効果に関して，理解を欠いているこ

とが多く，あるいは理解している場介でも，それを数鼠

的に推計できるような調査は行なわれていない現状であ

る。本書は， — •国の経済開発期において，食料消費の）ji

得弾力性に関して，何か一般的なことが言えるかどうか

を知るために企図されたものである。それゆえ，本古で

は経済構造の変化についてのいくつかのモデルを作成

し，経済開発の過程を通じて，それに伴って起こる食料

消費の変化を分析することを目的としている。ここで用

いられている基本的なトゥールは，一つは所得弾力性の

概念であり，他の一つは，食料を計測する段階によって

分類し，各水準での食料の所得弾力性間を数学的に関連

づけた方法である。

われわれ長期成長調査奎の農業分科会においても，東

南ア ジア諸国の農産物需要を予測するために従来この

所得弾性値の算出には多大の関心と努力を払ってきた。

本書は同じ開発途上国の食料需要について，構造変化等

を考慮に入れ，種々な条件の下での数値を算出してみせ

てくれているという点で，今後のわれわれの研究にも示

唆するところが大きいと思われる。

以下，本書の構成に従って，各計測段階での食料の所

得弾力性を算出する手法と，算出された弾性値を中心に，
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紹介していくことにする。

I 序 論

1. 食料の計測

•般に食料は， 二つの方法によ って計測されている。

すなわち，貨柏額によるものと，重さとか量のような物

J•1 |！的な払準によ る も(})と である。ここでは貨幣額を用い

て食料を計測している。これは，いうまでもなく，消費

者が限られた予符の中で購入する食料の価額を問題とす

るからである。

本占は，食料(})liI測を六つの段階に分けて行なってい

なこの計測）j法は，現在アメリカ農務省が使用してい

るものを発展させたものである。以下に列記すると，

(1) 供給者段階食料 (SupplierFood) (Vo)＝「自家生

i崖食料」＋「卸売食料」

(2) 自家生産食料 (Home-proclucecl Food) (V、ヽ）＝自

家消費される自家生産食料の農場価額

(3) 卸売食料 (Foodfor Wholesale) (VP)＝国内消費

のために販売された国内農産食料の農場価額＋輸入

食料の輸入価額十国内漁獲物の波止場価額

第 1図 食料計測段階間の関係

卸売食料
Vp 

販売された国国内漁獲物と
内裳雁食料の 輸入食料の波
農場価額 止場価額
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(4) 小売食料 (Foodal Retail) (Va)＝販売された全

食料の小売価額

(5) 流通費用 (MarketingCosts) (V,11)＝「小売食料」

-「卸売食料」

(6) 総食料 (TotalFood) (V,1)＝「自家生産食料」＋「小

売食料」

である。これら六つの計測段階の間の関係は第1図に示

される。

2． 方法論上の問題点と記号の説明

まず，食料消費を説明する変数として所得を規定する

必要がある。特に新興国においては，確かなデータの不足

のため，この問題はやっかいである。理論的には，所得ー

食料関係を分析するためには，可処分所得が望ましい。

しかし，データ上の制約から， GNPか， NNP(Ncl Na-

tional Products)を代）fli1111Jとして使川せざるをえなかっ

た。また民間消費支出，あるいは，総家計支出を可処分

所得の代わりに用いた場合もある。またここでは，所得

弾性値と支出弾性値をIn]じものと仮定している。しかし，

これらのことは，この研究の結論にそれほど人さく忠影

唱をりえはしないと考えてし、る。

次は， 価格変化の間迫である。ここでは，仝廊恰の相

対価格は， 一国の開発期間を辿じて，ほぼ同じであると

仮定している。この仮定は，得られた結果を適Jljする際

に制限を与えられる。

最後に，「弾力性」の定義の間題がある。弾｝j性は［、心、

弾力性」か「弧弾力性 Iのどちらかが）廿し‘られている。

弧弾力性は，数学的な関数 lこの二つの点の間の平均の弾

力性を表わすものである。ここでは特定の数学的関数を

選定しないで済むために，特定の所得変化に対する弧弾

力性を用いた。ただし， ところによっては両対数関数，

Log F=a+b Log Iを用いている（ただし，Fは食料の

価額， Iは所得額である）。この関数は一定の弾力性をも

っているので，弧弾力性を用いる場合と同じである。

本書に用いられている記号を整理すると次のようにな

る。

Vs＝自家生産食料の総額

Vp＝卸売食料の総額

VM＝流通費用の総額

VA= Vs+ VP+ VM＝総食料の総額

Vn=Vp+VM＝小売食料の総額

Vo= Vs+ VP＝供給者段階食料の総額

前記の定義に基づく新しい変数として次の記号を定め

る。

w,，'＝ -v，ゞv.t, W1,= ::~. W/11＝四 w(J＝凹
巧' V、J'VA’

¥VH= VR 
v.J 

とすると，

iv/)+ WP+ w/II=1,W(J十WM=l, 1-Vi<.+ W.s=l, 

Wp+wJ1=WR, Ws+Wp=Wo 

となる。

また，

Vp TT v!,f 
Up= - UM=---
VR'v,｛ 

とすると，

UP+ U111=l 

である。

匹 ＝
V,, 

Vo' 
’l ̀，ゞ ―
V,、
Vo' 

~. TM― VM 
V () 

とすると，

1. p + 1'.ヽ-l 

である。

7それぞれの段階の弾性値を eで表わすと，
cl(V,、•)

eb=_ ＿ l cl(Vs) _ cl(Log V:,、•) V,̀ 
V,ゞ cl([)=-d(L~g l) = -d(I) 

I 

となる。

以ド， e,.,e,11, eA, e,｛も1nj様に定義さiしる。

3. 各段階における所得弾性値間の数学的関係

(1) e,.=e.i--1 ewu 

これは， 小尤食料の所得弾カヤI-：が総食料の所得弾力性

I比率 w,、9 (J)弾性値に等しいことを意味する。証明は
次のとおりである。

VR 
Vu=V、1・ ＝V,1・ ¥V11 

VA 

であるから，所得に関して VRを微分すると，

4Vり＝d（VA巴9=VAd(WR)+wR外VA)
dI dI dI dI 

となる。

等式の両辺に
1 1 
v,l V11 Wa 

をかけると，

l d(V,1)_ 1.  d(V、lw,,•) - ＝ - • - --
Vu di V,1 W、I di 

＝ 
1 d(W砂 1 d(V、1)+---
Wj{clIV.ld[ 

となる。

これは，

I cl(W砂
e,｛=eA+ ----＝e,I十―d(Log W,、・）

W]、， dl ..'d(Logl) 

である。

ゆえに eu=e.1+ewR
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(2) ep=en十eup

卸売食料の所得弾性値は，小売食料の弾性値＋比率Up

の弾性値に等しい。

(3) ep=eA+ewR+eup 

これは(1)と(2)を組み合わせたものである。

(4) eo=eA+ewR+eup-eTp 

供給者段階食料の弾性値は，総食料の弾性値＋WRの

弾性値十UPの弾性値一比率の弾性値 Tpの弾性値に等

しいことを意味する。

II 開発期における食料の所得弾性

1. 総食料の所得弾力性

総食料の所得弾力性を求めるためのデータは三つ あ

る。すなわち，（1）タイム・シリーズ分析から，（2）クロス・

セク ションの家計調鉦分析から，（：3）食料葡骰デークのII •. I 

際比較から，である。

経済開発という観｝，ばからいえば，イII「 | •年にもわたるク

イム・シリーズ・データが，経済成長を辿じての総食料の

)ji得弾）J性を推はするには，もっとも望ましい。しかし

不幸にして，比較的少数のデータしか利川できず，まに

それらの結果はあまり 致し ていない。アメリカの以合

とみると， 0.9~0.24の,1間がある。 他の国の届合も （ク

リアの0.96からノルウ ェーの0.52までの変化がある。

家計調査の場合もまたり単性値の範囲は広範にわlこって

でている。概念的には，タイム ・シリーズによ る弾性値

とクロス・セクションによる弾性値は同じものではない。

そして，家計調査による弾性値は，タイム ・シリ ーズの

ものより小さいとされてい る。このため，家計調査に

よる弾性値は，食料に対する最小の所得弾性値として用

いられるべきであって，開発期における食料の弾性値推

計には信頼をおくことができないであろう。この点，エ

ンゲル曲線データによる国際比較は，もっと確実な結果

を提供している。以下，食料支出の比率と所得の関係を

示すエンゲルの法則から出発して，食料支出と所得の関

係を示す食料消費関数の分析を行なっていこう。

(1) 食料に対するエンゲル曲線

この分析は， 1953年と1960年の二つの時点での35カ国

における65の観測値のデータに基づいたものである。デ

ータは， 1人当たり民間消喪支出に対応する民間消費支

出に対する食料支出の比率を示している。第2図は対数

グラフを用いてこれを描いたものである。

このデー タを統叶的に分析するために，最小 l~I 釆法を

用い／ら選‘正しに関数は， 両対数関数と半対数関数であ

第2図 国際比較による食料支出のエ‘ノゲル曲線
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る。両方程式とも，約0.9の嵩い相関係数が得られた。

結果は第1表のとおりである。

第 1表 国際比較データによるエソゲル ,111線の

批妃式 (1953年）

エソゲル曲線推‘パ式

仙j 対 数 1対数 半対数関数

1人‘片f:_1Log(1~x 100) =2.2399 l(rx 100) =98.39 

-0.2683 Log El -24.02 Log E 
リLし1iil iiり r=0.91 " I r=0.89 

費文：Ii
民間・li11費支 民間泊＇l尼支 ．
出に対する f£ 料 の 出に対する 介料の

森料支出の .,,.食料支出の
弾力性

弾力 1L lし＊ 比率 e=0.4343 
E | F F 

ぷ JOOI e _ /, 、X100 
bli 

l，， l'， JOOF 
( I ・｀~ル） （％） 
50 60. 8 -0. 27 57》 -0.18 
100 I SO. 5 I -0. 27 I 50. 4 I -O. 21 
200 I 4J.9 I -0.27 I 43.J I -0.24 
500 I 32. 8 I -O. 27 I 33. 6 I -O. 31 
1, ooo I 27. 2 I -o. 27 I 26. 3 I -o. 40 
1, 500 I 24. 4 I -o. 27 I 22. 1 I -o. 4 7 

半対数関数の場合は，弾性値が減少していくので，い

くつかの例証によりよく合致するように思える。ここで

の結果は， 1人当たり民間消費支出が50ドルのとき，ほ

ぼー0.2, 1000ドルのときー0.4と減少している。両対数

関数の弾性値は常に一0.27である。 ここでいえること

は，エンゲル曲線に基づく食料の所得弾性値は，一般に，

ほぼー0.3の値をもつことである。 この数字は， 他のい

くつかの研究においても支持されている。

(2) 食料消費関数

食料消費関数は，前出の食料のエンゲル曲線と密接な

関連をもっており ，事実，エンゲル曲線から，食料消費

関数を誘甜することができる。

第2表でわかるとおり，両対数のエンゲル曲線から導

かれた消喪曲線は，やはり両対数関数である。しかし，

半対数のエンゲル曲線から導かれた泊費関数は，もっと

複雑なものとなる。 両対数の場合は，弾性値は常に0.73

である。 半対数のエンゲル曲線から達き出された関数の
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第 2表 誘母された食料梢費関数

両対数のエ‘ノゲルOII 半対数工ソゲル曲線
線から誘森された両 から誘導された複雑

1人当た
対数の梢股関数 な消牧関数
Log F=2.2399-Log I F=!};__ 

り民間消 100+(-0.2683+1)Logl ~ ~ 100 
F=~(98.39 

股支出 E -24.02 LogE) 
e=0]43 

E I F I e=b+l I F I bE ー・
100 
F+l 

（ドル） （ドル） （ドル）
50 I 30 I o. 73 I 29 I o. 82 
100 I 50 I O. 73 I 50 I O. 79 
200 I 84 I O. 73 I 86 I O. 76 
500 I 164 I o. 73 I 168 I O. 69 
1, ooo I 272 I o. 73 I 263 I o. 60 
1,500 I 366 I o. 73 I 332 I o. 53 

場合は，弾性値は 1人当たり支出が50ドルのとき0.82,

1000ド）レのとき0.60の範囲をとる。すなわち，エンゲ）レ

曲線と食料消費関数の間の一番重要な関係は，エンゲ）レ

曲線に基づく食料の所得弾力性と消費関数に基づく食料

の所得弾力性の間の差は 1であるということである。こ

の関係は，使用された方程式の型とは無関係なのであ

るほ 1)。

それゆえ，食料消費関数の長期にわたる所得弾性値は，

ほぼ0.7近辺であると結論づけられる。エンゲル曲線か

ら甜き出された所得の弾性値の範囲に 1を加えると，消

費関数による所得弾性値の範囲は，たかだか0.9~0.4で

あることがわかる。

第3表は，食料に対する種々の支出弾性値に対応する，

1人当たり食料支出の一覧表である。

2. 小売食料の所得弾力性

総食料の所得弾力性から小売食料の所得弾力性を溝＜

ためには，総食料に対する小売食料の比率の変化を推計

する必要がある。このため，まず所得増加に伴う小売食

料の総食料に占める比率の変化に焦点を当てよう。

(1) 所得変化に伴う小売食料の比率の変化

低所得国に関しては， 1人当たり所得の変化に伴う総

食料対小売食料の比率の変化に関しては，利用できるデ

ータはほとんど存在しない。このため，なんらかの間接

的な接近方法が必要である。ここに採用した方法は，労

働人ロデータと若干の仮定を基礎にしたものである。す

なわち，多くの国で非農業労働人口のおおざっばな推定

は可能なので，総労働人口に対する非農業人口の比率は

ほぼ総食料に対する小売食料の比率を示す，と仮定する

のである。 これを， 中位小売食料径路 (TheMedium 

Retail Food Path)と呼ぶ。これに対して，高位と低位

の小売食料径路を設定した。これは，より極端な仮定を

基にしたものである。低所得国の食料消費に関するデー

タの欠如のため，この仮定を検証することはできない。

しかし，多少の差はあっても，結果として出てくるバイ

アスは少ないものと思われる。

第3図は， 70カ国のデータに基づく， 1人当たり所得

と総労働人口に占める非農業人口の比率との関係を示し

たグラフである。中位小売食料径路は図の太線で示され

ている。

他の二つの径路は，極端な可能性を示すものとして想

定された。高位小売食料径路は， 1人当たり所得が50ド

ルのとき，小売食料の比率は60％である。 1人当たり所

得が1000ドルのときは，この比率は95％となる。これは

食料の大部分を輸入している国については，あてはまる

第3表 総食料の支出弾性値別，1人当たり食料消股額＊

総料支支出に対する食 1人支当たり 食料の支出弾性値
出率の初期値 総出

(%) （ドル） 0.9 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4 

50 45 45 45 45 45 45 

90 
200 157 136 119 103 90 78 
500 357 284 226 179 142 113 
1,000 667 494 366 271 210 149 

50 35 35 35 35 35 35 

70 200 122 106 92 80 70 61 
500 278 221 175 139 111 88 
1,000 519 384 285 211 157 116 

50 25 25 25 25 25 25 

50 200 87 76 66 57 50 44 
500 199 158 125 100 79 63 
1,000 370 275 203 151 112 83 

（江） ＊これらデータはLogV=Log a+e Log E の方程式よ り算出 された。
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第 3図 1人当たり所得の増加に伴う「総食料」

対「小売食料」の比率の変化
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であろう。低位小売食料径路は， 1人当たり所得が50ド

Jレのとき，小売食料は総食料の10％と仮定し， 1000ドル

の所得のときは75％の比率と仮定する。これは，狩漁や

採取活動が支配的な赤道付近の部族経済などでは，可能

であると思われる。

以上をまとめて示すと第4図および第4表となる。

第 4図 開発期における三つの食料径路
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第4表

200 400 600 800 

1人当たり所得（年間ドル）

特定の 1人当たり所得水準における WR

（総食料に対する小売食糧の比率）の値

食

路

位

位

位

売

径

小

料

低
中
高

50ドル

特定所得水準でのWRの値

I 200卜,ル | 500ドル |1,000ドル

10(%)1 30(%)1 50(%) 
25 I 50 I 70 
60 I 75 I 90 

(2) 開発期における小売食料の所得弾性値

すでに述べたように， 小売食料の所得弾性値eRは，

eR＝幻＋ewRの式によって導き出される。すなわち，

総食料の所得弾性値ぬ，「総食料」対「小売食料」の比

率の変化WR,l人当たり所得の変化等の独立変数の種

々の組合せによって算出される。ここでは，小売食料の

所得弾性値は従属変数として扱っているが，実際は，消

費者の決定は総食料と小売食料の弾性値に同時に影響を

与えるのである。

第 5表は，特定の仮定の下で，小売食料の所得弾性値

が，総食料の弾性値を超過する大きさを示したものであ

る。これは， 比率 WRの弾性値(ewR）の大き さにほかな

らない。

第 5表

所得変化に伴う ewRの値
小売食料径路

50~200ドル!200~500ドル1
500~1,000 
ドル

ィ立 0.79 I 0.56 
位 0.50 I 0.37 
位 0.16 I 0.20 
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第 5表によると， 1人当たり所得の最低水準において，

小売食料と総食料の弾性値の差が最も大きくな ってい

る。これは，総食料に対する小売食料の比率が，この所

得水準で相対的により急激な増加を示し，それゆえ比率

WRの弾性値がより大きい値を示すためである。かくて，

小売食料の所得弾性値は，開発の初期段階で最も大きく

なることがわかる。

前節で算出した総食料の所得弾性値と第5表を加え

て，小売食料の所得弾性値を算出したものが第6表であ

る。

この表で最も注目すべき点は，小売食料の弾性値は，

一般に考えられているより高いということである。 大部

分の弾性値は 1.0より大きい。種々の条件を考慮に入れ
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1人当たり所得
の変化（ドル） 0.9 竺゚8 

50~ 200 
9
0
6
 

6
4
0
 

．

．
 

ー

1
1

9
0
6
 

5
3
9
 

．
．
．
 

1
1
0
 

食
7

9

0

6

 

の

•

り

4

2

8

．
．
．
 

1゚
1
0
 

売

料

ヽ

食

ー

lJ

所

丁
＿料

得弾性値

o.6 I o.s I 0.4 
の弾性値

i:盟
0.76 

9
0
6
 

2
0
6
 

．
．
．
 

1
1
0
 

9
0
6
 

1
9
5
 

• 1
0
0
 

200~ 500 
6
7
0
 

4
2
1
 

．
．． 

l
l
l
 

6
7
0
 

3
1
0
 

••• 1
1
1
 

6
7
0
 

2
0
9
 

．
．
．
 

1
1
0
 

6
7
0
 

1
9
8
 

••

• 

1
0
0
 

6
7
0
 

0
8
7
 

．
．
．
 

1
0
0
 

0.96 
0.77 
0.60 

500~1,000 
8
8
8
 

4
1
9
 

．
．
 

l
l
o
 

8
8
8
 

3
0
8
 

．
．． 

1
1
0
 

8
8
8
 

2
9
7
 

．
．
．
 

1
0
0
 

8
8
8
 

1
8
6
 

••• 1
0
0
 

8
8
8
 

0
7
5
 

••• 1
0
0
 

8
8
8
 

9
6
4
 

••• 0
0
0
 

2 IO 



-999999999999 9ヽ999999999999999999999999999999999999999ヽ 9999‘‘”””””‘99999‘‘”‘‘”‘‘99999 9ヽ 9999‘‘‘‘‘‘9999999999999999‘”‘‘”‘999999‘‘'、資
料””‘‘””‘‘‘”””””

ると，小売食料の所得弾性値の範囲は， 1.20~0.8あた

りが妥当であるように思える。

3. 卸売食料の所得弾力性

卸売食料は，本書では，小売食料一流通費用である。

そして，卸売食料の所得弾性値は， ep=eR+eupで表

わされる。すなわち，小売食料の所得弾性値＋流通費用

の所得弾性値である。そこで卸売食料の所得弾性値を求

めるために，まず小売食料の価額に対する流通費用の比

率（マーケット ・マージンと呼ぶ）の変化を調べよう。

(1) マーケット・マージンの変化の影響

第 7表はアメリカのデータで，マーケット ・マージン

の変化を調べたものである。

第7表 アメリカにおけるマーケット・

マージソの変化

(1) I (2) I (3) I (4) I (5) I (6) 

1人当た 1人当t:.1人当たマーケッ

年次り卸売食り総食料-り流通費ト ・マー 増減率
料 支出

用 ジソ
(3)-(2) I (4)---;-(3) 

（ドル） （ドル） （ドル） （％） （％） 

1934 I 47. 4 I 126. 1 I 78. 7 I 62. 4 I -3. 6 
1939 I 60.3 I 146.3 I 86.0 I 58.8 I -2.8 
1944 I 98. 6 I 224. o I 125. 4 I 56. o I + o. 9 
1949 I 135.1 I 313.6 I 178.5 I 56.9 I +4.5 
1954 I 140.1 I 362. 7 I 222. 6 I 61. 4 

（注） ＊11年平均の中央年。

（出所） M. C. Burk, Measures and Procedures 

for Analyzing of U S.和 odConsumption, 
U. S. Dept. of Agriculture Handbook 206. 

ここでは，小売食料に対する流通費用の比率の変化は

1人当たり小売食料の購入額に影響を与えないと仮定し

ている。この仮定は，この比率のように年率の変化が少

ない場合には妥当であると思われる。また消費者がこの

ような変化をいかに受け取り， どのように反応するかを

知ることは困難でもある。

アメリカにおける経験を基にして，卸売食料の所得弾

性値に与えるマーケット・マージンの変化の影響度を示

すことができる。この際， 1人当たり所得の増加を一定

値に仮定する必要がある。この場合には20％の 1人当た

り所得の増加を仮定した。これは10年の間に年当たり約

2％成長率を意味し，これは成長する経済では達成され

ている率である。またマーケット・マージンの初期値が

小売食料と卸売食料の弾性値の差に影瞥を与えるため，

マーケット ・マージンの初期値に対する仮定が必要とな

る。第8表は，以上の仮定に基づいて算出されたマーケ

ット・ マージンの弾性値である。

この表は，マーケット・マージンが高くなるほど，同

第8表 マーケット・マージソの弾性値 (1人当

たり所得の成長率を20％としたとき）

マーケッ マーケット ・マーソ
・マー
ト ソの初期値

工` ノの変 30 1 40 / so 1 60 I 70 

増加率 マーケット ・マージソの弾性値＊
(%) 1-・,. .. ------.............. ・・・・・・・・・・ -・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

1 I -0. 08 -0. 09 -0. 11 -0. 14 -0. 19 
2 I -0.15 -0.19 -0.22 -0.28 -0.38 
5 ! -0.41 -0.48 -0.58 -0.73 -1.00 
10 | -0. 85 -1. 00 -1. 22 -1. 58 -2. 23 
減少率
（％） 
1 I O. 08 0. 09 0. 11 0. 14 0. 18 
2 I O. 15 O. 18 O. 22 O. 27 O. 36 
5 I O. 38 0. 44 O. 52 0. 66 O. 85 
10 I 0.73 0.85 1.00 1.22 1.58 

（注） ＊ep=eR+eupの方程式より eup=ep-eR
として算出。

じマージンの変化もこの弾性値に対して大きな影響があ

ることを示している。そして，比較的小さなマーケット

・マージンの変化に対しても，大きな弾性値の変化が見

られる。この事実は，開発が進行している国にとって重

要な示唆を含んでいる。もし，ある国が流通費用を引き

続き祓少させているならば，卸売食料に対する需要は非

常に増大すると予測すべきだということである。

(2) 開発期における卸売食料の所得弾力性

卸売食料の所得弾性値はep=eR+eupの方程式によっ

て算出できる。もし， eupすなわち，マーケット・マー

ジンになんらの変化も起こらないならば，卸売食料の弾

性値は小売食料の弾性値と同じである。しかし， マーケ

第9表 卸売食料の所得弾力性（総食料の

弾力性を0.4と仮定）

1人当 小
卸売食料の弾性値

たり所 売 マーケット ・ マーケ マーケット・
得の増 食 マージンが 5 ット ・ マージンが5
加 料 ％減少すると マージ％増加すると

径 き 、ノが変き

（ドル） ！ 路 60％から140％から 化しな 40％ヵぶ60％から
55％へ 35％へいとき 45％へ 165％へ＿

50~ 低位 1. 27 I 1. 25 I 1. 19 I 1. 13 I 1. 09 

200 中位 o. 98 I o. 96 I o. 90 I o. 84 I o. 80 
高位 o. 64 I o. 62 I o. 56 I o. 50 I o.46 

200~ 低位 1. 12 I -1. 08 I o. 99 I o. 90 I o. 85 

500 中位 o. 90 I o. 86 I O. 77 I o. 68 I o. 63 
高位 0.73 I 0.69 I 0.60 I 0.51 I 0.46 

500~ 低位 1. 15 I 1. 10 I o. 98 I o. 86 I o. 79 

1,000 中位 O. 85 I O. 80 I o. 68 I o. 56 I o.49 
高位 o. 65 I o. 60 I o. 48 I o. 36 I O. 29 
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ット ・マージンが増加するならば，卸売食料の弾性値は

減少し，マーケット ・マージンが減少するならば卸売食

料の弾性値は増加する。今，最も保守的な卸売食料に対

する弾性値を提供するために，総食料の弾性値を0.4と仮

定して卸売食料の弾性値を示すと，第 9表のようになる。

開発の初期の局面では，マーケット ・マージンが増加

するのか減少するのかは，にわかには断定できない。消

費者が食料に対して，非常に大きなサービスを要求しは

じめる開発の後段階になるまでは，あまり大きなマーケ

ット ・マージンの増加はありえないように思える。この

ため，結論として，卸売食料の弾性値は，たぶん卸売食

料の弾性値とほぼ同じ大きさであると言えるであろう。

4. 供給者段階食料の所得弾力性

供給者段階食料は卸売食料と自家生産食料の和であ

る。これは，漁獲物を含む食料の総国内生産＋輸入を意

味する。もし輸入食料と国内の漁獲物があまり重要でな

いか，あるいは，ある一定の大きさが仮定されるならば，

食料の純農産物生産の総必要最が推計できることにな

る。この供給者段階食料の必要量がわかれば，農業セク

ターの資源の必要量がより容易に測定できるであろう。

(1) 供給者段階食料に対する卸売食料の比率 Tp

供給者段階食料の弾性値を推計するには，開発期にお

ける供給者段階食料に対する卸売食料の比率に関するデ

ータが必要である。その他の必要なデータはすでに得ら

れている。

この比率が，所得の増加につれて変化する状況は， 第

5図に示される。これは，

TP＝堕
Vo' 
Vp=(l-UM) VR, 

の式より算出される。V.s,VRはすでに得られている値

である。

ここでは，一定のマーケット ・マージン， 50％を仮定

している。中位食料径路の両側の破線は，マーケット ・

マージンを 10％ずつ上下させたときの効果を示してい

る。この図から，TPに対しては，小売食料径路のほ う

が， マーケット ・マージンよりも大きな影響をもつこと

がわかる。

第 5図 開発期における供給者段階食料に対する

卸売食料の比率（マーケット ・マージソ

を50％に固定）
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（注） ＊マーケッ ト・マージンを40％およひ6U％の一・定値にしたとき。

(2) 供給者段階食料の弾性値

供給者段階食料の弾性値侭は，

es＝ぬ＋ewR+eup-eTp

で表わされる。新たに加わったeTpは，前節で求められ

た Tpの弾性値である。

今種々な条件の下でのこの方程式の最後の三つの変数

の値を見ると，第10表のようになる。また適当な総食料

の弾性値eAを与えることによって，供給者段階食料の

弾性値を示したものが，第11表である。

1,000 

Vo=Vp+ Vs 

第10表 種々な仮定の下での ewR,eup, erpの数値
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第11表 供給者段階食料の所得弾性値（マーケッ この分析によって得られる結論として，開発期におけ

る供給者段階食料の弾性値は， 総食料の弾性値より 0.1

か0.2だけ小さいといえるようである。これは自家生産

食料が徐々に卸売食料にと って代わられるからである。

それゆえ，農業資源に対する需要は，一般には 1人当た

り総食料の価額の成長より急速に成長することはないと

いえるであろう。しかし，総食料の弾性値が高ければ，

供給者段階食料の弾性値もまた相当なものとなるであろ

ト・マー ジンの初期値をと60％とした場合）

総食料マーケット 小売 1人当たり 所得変化
の所得 食料
弾性値 ・マージン 径路 50~ 200~ |500~ 

-- 200ドル 500ドル1,000ド）レ

60％から55
低位
中位

％へ減少
高位

低位
0.9 60％に固定 中位

高位

60％か ら65
低位

％に増加
中位
高低

60％か ら55 低位

％へ減少
中位
高位

低位
0.7 60％に固定 中位

高位

60％か ら65 低位

％に増加
中位
高位

60％か ら55
低位

％へ減少
中位
高位

低位
0.4 60％に固定 中位

高位

60％から65 低位

％に増加
中位
高位

誓
氷|

の
所 小売食料径路
得
弾
性
値

低 位
0.9 
鸞

位
位

低 位
0.7 I 中 位

高 位

低 位
0.4 
賞

位
位

0.81 0.77 0.65 
0.78 0 76 0.78 
0.83 0.81 0.96 

0.81 0.73 0.56 
0 76 0.70 0.66 
0.79 0.70 0.81 う。

0 79 0.69 0.45 （注 1) エンゲル曲線の弾性値 eEは定義によって，
0.73 0.63 0.53 
0.74 0.59 0.64 

0.61 0.57 0.45 
0.58 0.56 0.58 

eE= 
Log(~）ーLog（羹）
Log E2 -Log E1 

であるから，

Log F2-Log E2-Log F叶 LogE1
0.63 0.61 0.76 Log E2-Log E1 

0.61 0.53 0.35 
0.56 0.50 0.46 

＝ 
Log F2-Log F1 
Log E;-Log E1 

~-1 である。

0.59 0.50 0.61 

0.59 0.49 0.25 
0.53 0.43 0.33 

m 開発期における食料必要量の増加率の諸例
0.54 0.39 0 44 

0.31 0.27 0.15 
0 28 0 26 0.28 
0.33 0.31 0.46 

0.31 0.23 0.05 
0.26 0.20 0.16 
0.29 0 20 0.31 

0.29 0.19 -0.05 

急速な経済成長を計画する際に，その経済成長をささ

えねばならない卸売食料や供給者段階食料の成長率を推

計できることが，非常に望ましい。この成長率は，適当

な所得弾力性を用いることにより， 13本の大川一司教授

の方程式（注2)d=p+gnで推計することができる。妥当

な人日成長率と 1人当たり所得の成長率を与えて，食料

必要量の増加率を示すと，第12表のようになる。0 23 0 13 0.03 
0.24 0.09 0.14 

（注 2) d:食料消費の増加率

第12表 経済開発期における卸売食料必要量の成長率(%)(I) 

1 人 当た り 所得 (2)

ヽ - 50ドルか ら200 200ドルか ら500500ドルから1,る00場0 50ドルで変化し 50ドルで変化し ドルに増加する ドルに増加する ドルに増加す
ない場合 ない場合 場合 場合 合

人口成 長率 人口成 長率 人口成長率 人口成 長率 人口1.成5%長率
0% 1% 2.5% 2.0% 

マーケット ・マ マーケット ・マ マ ケット・ママーケ ット・ マ マーケ ット・マ
ージンが60％か ージンが50％で ージンが55％加かージン一定 ーシ ン一定
ら50％に減少 一定 ら60％に増

゜
1.0 6.0 4.9 4.1 

゜
1.0 5 5 4.5 3.5 

゜
1.0 4.8 4.2 3.1 

゜
1.0 一 5.6 4.5 3.7 

゜
1 0 5.1 4.1 3.1 

゜
1.0 4.4 3.8 2.7 

゜
1.0 5.0 4.0 3.1 

゜
1 0 4.5 3.5 2.5 

゜
1.0 3.8 3.2 2.1 

（注） （1) 大川教授の方程式， d=p+gnより dの値を算出したもの。

(2) 1人当た り所得は 1年に 2％成長すると仮定している。
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p:人口成長率

g: 1人当たり所得の成長率

n:食料需要の所得弾性値

お わ り に

以上，食料の各計測段階における，所得弾性値とその

算出方法を中心としてみてきた。しかし，著者も，本書

の中で述べているように，これはあくまで国際比較デー

タによる一般的な変化を示したにすぎない。特定の国に

は，それぞれ異なった国民文化や経済的な環境があり，

異なった計測段階での食料の所得弾性値間にはそれぞれ

異なった関係が存するはずである。したがって，ここで

得られた弾性値は特定国の推計には用いることはできな

Vヽ

本書の特徴は，食料を一本でとらえるのではなく，種

々な段階で計測し，それぞれの段階で固有の所得弾性値

をはじき出している点であろう。これによって，開発途

上にある経済の構造変化を明確な型で取り入れることを

可能にしている。しかし，この構造変化を説明する材料

となっている資料についてみていくと，やはり，説得力

が少ないものが多いように思える。たとえば，本書の中

では最もサンプル数の多いデータである非農業人口の総

労働人口に対する割合の場合をみてみよう。これは中位

小売食料径路を描き出すために使われたものである。第

3図をみると，本書で対象としているはずの低所得国，

たとえば，1人当たり年間所得200ドル以下の諸国だけ

をみると，ほとんど所得と非農業人口の割合との間には

相関がみられないようである。また高位，低位の両小売食

料径路の場合には，まったくの仮定である。同じような

ことは，マーケット ・マージンの変化についてもいえる。

本書では， 1929年から1959年にいたるアメリカのデータ

を基にその後の議論を組みたてているが，今日の開発途

上国の市場組織は，ここ30年ほどのアメリカ社会のデー

タからは，とてもうかがい知れぬ様相を呈していると思

われる。 しかし，著者もこの程度のことは十分承知して

いるはずである。この種のデータについては，この程度

にしか開発途上国についての調査が行なわれていないと

解釈すべきであろう。信頼すべきデータの整備が待たれ

るゆえんである。しかし，これらのことにもかかわらず，

本書で算出された結果は十分政策的な意味をももってい

る。特に，小売食料および卸売食料の所得弾性値が，従

来の研究で示されているものよりはるかに大きな値をも

つという点についてそう言える。伝統的な経験的研究に

よれば，この値は一般に1.0~0.4の範囲であるとされて

きた。しかし，本書によれば， 1.20~0.8の範囲をとる。

計画立案者にとっては注目してよい点であろう。

（長期成長調査室 稲木絹代）
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